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※裏面もご覧ください。

　「外出自粛を呼びかけながら経済再生を先行」「旅行を推奨しながら帰省は自粛を求める」…ちぐはぐな国

と自治体の対応に国民は翻弄されています。

　今求められるのは感染拡大の抑止、保健所・医療機関の態勢強化です。また、新たに休業要請する場合の

休業補償の制度化も必要です。直ちに国会を開き、感染対策に必要な制度の拡充を急ぐべきです。同時に、

コロナ禍で疲弊する国民や中小事業者への支援制度の拡充が求められます。

　今号は、中小事業者向けの支援制度の中からより多くの方が利用できるものをご紹介させていただきます。

持続化給付金支援対象拡大 Ü フリーランスや新規開業者も対象に Ü

　今年５月から申請受付が始まった中小企業者支援策「持続化給付金」、６月２９日からはフリーランス

や新規開業者も新たに対象に加わりました。主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した個人事業者、

今年１月から３月の間に創業した事業者で支給要件に該当することが条件です。

　詳細は経済産業省のＨＰでご確認ください。

家賃支援給付スタート Ü 最大６か月分で６００万円 Ü

　売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするため、地代・家賃の負担を目的とした給付金です。

５月から１２月の売上高が　①１か月（前年同月比）で５０％以上減少　②連続する３か月（前年同期比）

で３０％以上減少の場合が対象です。支給額は、一括支給で支払賃料の３分の２（支払月額賃料が一定額

を超えた場合は計算が異なる）の６倍、法人で最大６００万円、個人で最大３００万円」となっています。

　申請は、経済産業省のＨＰからのウェブ申請となっています。

　中小企業者がコロナウィルスの影響で売上が３０％以上減少している場合に、申請により償却資産と事

業用建物の固定資産税が減免されます。対象者は「認定経営革新等支援機関」から認定書を発行してもら

い来年１月中に申請。売上３０％以上５０％未満減少は２分の１、５０％以上減少で全額、固定資産税と

都市計画税が減免されます。

　顧問先の会計事務所等が「認定経営革新等支援機関」に登録済みか否かをご確認ください。

事業用資産の固定資産税減免 Ü 令和３年度分が対象 Ü

　政府系金融期間や民間金融機関では、実質無利息・無担保、信用保証付き融資の保証料減免、借換えも

保証料ゼロ・金利負担実質ゼロなど、中小規模の事業者支援策が用意されています。売上の減少がなしで

も利用できる融資も含まれています。

　詳細は、日本政策金融公庫や取引のある金融機関にお問い合わせください。

資金繰り支援策 Ü 実質無利子・据置期間最長５年 Ü

公租公課等の支払い猶予 Ü 基本料金の免除も Ü

　国税・地方税の徴収猶予や。水道料金、ＮＨＫ受信料、固定電話・携帯電話の料金支払い猶予など、コ

ロナ禍のもと新たな猶予基準を設定して対応しています。

　詳しくは各事業者にお問い合わせください。


